
令和２年度事業 介護事業所におけるICTを通じた情報連携に関する調査研究 概要

本事業では、医療機関と介護事業所間の情報連携の促進に向けて訪問看護事業所・訪問看護ステーション等と介護の現場における情報

連携の標準仕様（案）作成、更には、現状の医療介護連携の基盤環境に関する各地域の取り組みについて把握した。また、ICT化を活用し

た介護事業所間の情報連携をより一層の促進するため、データ連携ファイルの送受信を行う基盤環境等について、どのように実現するか

の検討を行った。

１．医療機関と介護事業所のデータ連携の標準仕様の検討 ２．医療機関と介護事業所における情報共有の実態調査

【実施内容】

看護情報（訪問看護の情報報告書、訪問看護計画書、訪問看護

報告書、訪問看護記録書Ⅰ・Ⅱ）について令和元年度事業におけ

る課題を受けて、標準仕様案の作成等を行った。

＜看護情報の標準仕様案イメージ＞

【実施内容】
全国の医療機関と介護事業所等の情報共有システムの運用の実態

等を把握し、医療介護関係者間の意思疎通を効果的に行うための情
報共有システムの在り方や、普及のための取り組み等について、検
討することを目的としてアンケート調査およびヒアリング調査を
行った。

調査対象 発出数 回収数 回収率

運用主体 166件 89件 53.6%

地方自治体 788件 460件 58.4%

都道府県医師会 47件 27件 57.4%

介護ベンダー 382件 19件 ―

＜アンケート調査の実施概要＞

＜ヒアリング調査対象一覧＞

調査対象 運用主体の種類 特徴

主体A 特定非営利活動法人 特定非営利活動法人として独立した事務

局を運営している事例

主体B 郡市医師会 郡市医師会から市町村を中心として連携

している事例

主体C 都道府県医師会 全県域を対象とした医療介護連携の事例

主体D 自治体 小規模市でも自治体主体として事務局を

運営している事例

主体E 郡市医師会 大都市の情報連携の事例

主体F 郡市医師会 情報共有システムの普及の面で現在、課

題を抱えている事例



３．介護事業所間のデータ連携システムの問題・課題等の検討

【実施内容】

令和３年度以降に構築を予定しているデータ連携システムにおける居宅サービス計画データ連携の問題点・課題点等の洗い出しのため

に、実験的にデータ連携実証システムを構築・運用し、「居宅介護支援事業所と訪問介護などのサービス提供事業所間における情報連携

の標準仕様」に従ったCSVファイルにて居宅介護支援事業所と介護サービス事業所の間で連携を実施する技術実証を実施した。その結果を

受けて、データ連携システムで実装すべき機能について検討を行い、機能一覧（案）を作成した。

＜データ連携システム機能一覧（案）概要＞＜技術実証での居宅サービス計画データ送信手順＞
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